
令和４年度事業報告書

（一社）群馬県農業会議

【業務規程Ⅱ-２-(１)】

１ 農業委員会相互の連絡調整及び農業委員会に対する支援業務

（１）機構集積支援事業等

農業委員会が農村現場において、農地集積の推進や遊休農地の解消が図られるよう農業委員会等

に対する助言・協力と、農業委員会の農業委員、農地利用最適化推進委員（以下「委員等」という。）

及び職員等に対する業務推進に資するための研修を実施した。

① 農業委員会等に対する助言、協力

ア 巡回支援、助言指導、情報提供等

農地等の利用の最適化の推進をはじめとする適正・円滑な業務推進に向けて市町村間の相互

連携を図るために、農業委員会を巡回し助言等を行った。

ａ 実施期間 ５月６日～３月６日（ 延べ５１市町村 ）

ｂ 主な内容

・ 農業経営基盤強化促進法等の一部改正等に関する意見交換（３３市町村）

〇 意見交換の内容

農業経営基盤強化促進法等の一部改正の対応、最適化活動の推進、農業委員会

サポートシステムの活用、タブレット端末の取り組み状況、農業委員等の任期

満了に伴う対応、情報提供活動等

・農業委員会サポートシステムの操作方法、移行に関して現場で助言（９市町村）

・農業委員、農地利用最適化推進員等を対象にした研修（７市町村）

・現地確認アプリを行うためのタブレット端末の推進（３市村）

イ 委員等の資質向上のための支援

農業委員会が主催する委員等の資質向上のための研修での説明、各種セミナーの講師や現地

視察先の情報提供等の協力を行った。

② 委員等、職員等の会議、研修会の開催

ア 農業委員会会長、事務局長を対象としたもの

開催日 場 所 内 容

６月３日 前橋市 ○農業委員会事務局長・担当者会議、研修会

県農協ビ （１）農業委員会による新たな最適化活動の推進等について

ル１０階 一般社団法人全国農業会議所 農地・組織対策部

第１会議 農地利用最適化担当部長 佐藤陽平 氏

室 （２）令和４年度農業委員会活動の推進について

①組織・農地対策について

②担い手・経営対策について

〔出席者６１人〕



開催日 場 所 内 容

３月２３日 前橋市・ ○農業委員会会長事務局長等会議、研修会

県公社総 （１）農業委員会を巡る情勢と課題

合ビル多 一般社団法人全国農業会議所 事務局長 稲垣照哉 氏

目的ホー （２）令和５年度人・農地関係予算について

ル 群馬県農政部農業構造政策課 次長 石井隆志 氏

（３）令和５年度県農業委員会ネットワーク機構（一般社団法人群馬

県農業会議）の事業計画・予算について

一般社団法人群馬県農業会議

専務理事兼事務局長 髙橋英二 氏

〔出席者７４人〕

イ 委員等を対象としたもの

開催日 場 所 内 容

新型コロナ ○農業委員会地区別研修会

ウィルス感 研修動画（ＤＶＤ）、資料を作成し、農業委員会へ配布した。

染症予防対

策のため 研修内容：

集合研修は （１）「農業委員会組織・制度をめぐる情勢について」

中止 講師：一般社団法人全国農業会議所 農地・組織対策部

(８月３１ 農地利用最適化担当部長 佐藤陽平 氏

日、９月２ （２）事例発表

日予定) 「前橋市農業委員会のタブレット端末の活用と人・農地プラン

の推進について」

前橋市農業委員会 会長 深町冨士雄 氏

ウ 女性委員等を対象としたもの

開催日 場 所 内 容

１１月９日 栃木県 ○関東ブロック女性農業委員・推進委員研修会

宇都宮市 （１）講演

「ホテル 「持続可能な社会を実現するための女性農業者の役割」

東日本宇 講師：宇都宮大学農学部 西山 未真 教授

都宮」 （２）事例発表

３階 大和 栃木県大田原市農業委員会「チームあゆみ」

（３）意見交換

〔出席者６４人〕



開催日 場 所 内 容

１２月６日 前橋市 ○女性農業委員・女性農地利用最適化推進委員研修会

群馬県農 （１）農地法について

協ビル 講師：県農業構造政策課農地調整係 戸神主事

1階 大ホ （２）農業者年金の仕組みについて

ール 講師：県農業会議業務課 樋口主事

（Web併用 （３）その他

開）催 ①農業委員会における女性登用なり手の掘り起こしについて

②第５次男女共同参画基本計画（第３分野）について

③ぐんま農業・農村男女共同参画行動計画について

〔出席者１０４人〕

１月１０日 東京都「主 ○女性農業委員登用促進研修会

・１１日 婦会館プ （１）講演

ラザエフ」 「女性が輝く農業・農村創造のために

7階 カト －農業委員会における女性登用と期待される役割－」

レア 講師：日本大学生物資源科学部食品ビジネス科

教授 川手 督也 氏

（２）事例報告

①「富山県農業委員会女性協議会における女性委員の登用促進活

動について」

富山県農業委員会女性協議会 会長 田悟 敏子 氏

②「山口県農業委員会女性協議会の取り組み等について」

一般社団法人山口県農業会議 事務局次長 寺内 一雄 氏

③「えびの市農業委員会における女性委員の活動と登用促進につ

いて」

宮崎県えびの市農業委員会 会長 尾山 實文 氏

（３）情報提供

「農業委員会への女性登用について」

農林水産省経営局就農・女性課女性活躍促進室

室長 渡邊桃代 氏

（４）全体協議

「勝負の年」に向けて女性の委員を増やすアイディアを出し

合おう！

〔出席者３人〕



開催日 場 所 内 容

３月９日 東京都 第18回女性の農業委員会活動推進シンポジウム

「有楽町 ～女性の力で進めよう！農地利用の最適化～

朝日ホー （１）基調講演

ル」 「地域計画の作成における女性の農業委員・推進委員に期待さ

れる役割」

講師：東京農業大学国際食料情報学部食料環境経済学科

教授 堀部 篤 氏

（２）事例報告

①「１０年後２０年後につなぐ！

―自分たちの地域をみんなで守る―」

新潟県柏崎市農業委員会 農業委員 水野美保 氏

②「頼りにされる農業委員を目指して」

熊本県山都町農業委員会 農業委員 門岡和美 氏

③「eMAFF農地ナビを活用しよう！」

鳥取県鳥取市農業委員会

農地利用最適化推進委員 山本暁子 氏

（３）情報提供

①「読むこと」「普及すること」の大切さについて

②全国農業新聞と「あぐりマッチ」の連携について

一般社団法人全国農業会議所 新聞業務部

次長 川崎正太郎 氏

（４）アピール採択

全国農業委員会女性協議会 理事 興野礼子 氏（栃木県）

〔出席者１２人〕

エ 職員を対象としたもの

開催日 場 所 内 容

７月２０日 前橋市・ ○農業委員会職員研修会

７月２２日 県公社総 （７月２０日）

合ビル多 （１）農業委員会制度について

目的ホー （一社）群馬県農業会議 中野事務局次長

ル （２）農地パトロールについて

（一社）群馬県農業会議 町田主幹

（３）農業振興地域の整備に関する法律（農振法）について

群馬県農業構造政策課農地計画係 板野係長

（４）農地法について

群馬県農業構造政策課農地調整係 関川補佐・黒澤主任



開催日 場 所 内 容

（７月２２日）

（５）農地法に基づく遊休農地の措置について

群馬県農業構造政策課農地調整係 戸神主事

（６）農地所有適格法人の事務について

群馬県農業構造政策課農地調整係 戸神主事

（７）認定農業者制度等担い手対策について

群馬県農業構造政策課経営体支援係 佐野主事

（８）農地の相続登記義務化について

群馬県司法書士会 狩野司法書士

〇専門研修〈Ｗｅｂ開催〉

Ⅰ 人・農地など関連施策への取組に向けて

（１）農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律について

農林水産省関東農政局農地政策推進課 長沢課長補佐

（２）農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関

する法律の一部を改正する法律について

農林水産省関東農政局農村計画課 村田課長補佐

（３）eMAFF、eMAFF地図の取組について（農業DX）

農林水産省関東農政局農地政策推進課 長沢課長補佐

Ⅱ 農業委員会による最適化活動の推進について

農林水産省関東農政局農地政策推進課

農業委員会係 常浦係員

Ⅲ 非農地判断について

農林水産省 関東農政局 農地政策推進課

農地企画係 中林係員

〔出席者８２人〕

１０月７日 前橋市・ ○農業委員会サポートシステムの利用促進会議

１９日 「群馬県 （１）農業委員会サポートシステムの現状と活用への取り組みにつ

生涯学習 いて

センター」 （一社）全国農業会議所農地・組織対策部 海藤考査役

３階 教 （２）農業委員会サポートシステムの利用促進について

育工学室 （一社）群馬県農業会議 町田主幹

（３）その他

○農業委員会サポートシステム操作研修会

（１）農業委員会サポートシステムの操作（端末利用）

（２）ＣＳＶ一括更新の利用例（申請書等の情報をＣＳＶ入力する

方法等）

〔７日：出席者１６人〕

〔１９日：出席者１９人〕

〔計３５人〕



開催日 場 所 内 容

２月２４日 Web開催 農業委員会職員等タブレット・現地確認アプリ研修会

（１）eMAFF現地確認アプリの操作について

講師：一般社団法人全国農業会議所 農地・組織

対策部

考査役 海藤洋平 氏

（２）全国データーベース（農家等の意向が集約されるWEBシステ

ム等）について

講師：一般社団法人全国農業会議所 農地・組織対策部

考査役 海藤洋平 氏

（３）その他

〔出席者８４人〕

③ 女性農業委員登用促進アドバイザーの設置と女性農業委員の登用促進要請活動

ア 女性農業委員登用促進アドバイザーの設置

・清水由紀江 農業委員（太田市）

・清水静枝 農業委員（高崎市）

・矢端晴美 農業委員（前橋市）

イ 女性農業委員の登用促進要請活動

令和５年度に農業委員改選を迎える前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、

館林市、藤岡市、榛東村、吉岡町、下仁田町、南牧村、中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、

高山村、片品村、川場村、玉村町、板倉町、千代田町、大泉町、邑楽町 の２４市町村に対し、

文書による女性農業委員の登用要請活動を行うとともに、南牧村には、首長に対し、直接、女

性農業委員登用促進アドバイザー、女性委員等で登用要請活動を行った。

（２）女性農業委員活動強化事業

女性農業委員活動の充実強化を図るとともに、農村の活性化及び農村女性の地位向上等に資す

るため、「ぐんま農業委員会女性ネットワーク」が次の行事を開催するに当たり支援を行った。

① 総 会 令和５年２月１３日開催

③ 理事会 令和５年１月１７日開催

【業務規程Ⅱ-２-(２)】

２ 農業委員会の農地に関する情報の収集、整理及び公表事務の支援業務

（１）農業委員会サポートシステムのデータ更新の推進（機構集積支援事業の活用）

① 農業委員会に対する助言、相談活動

ア 既存台帳システムからの農地データ移行、農地地図の更新、固定資産税課税台帳・住民基本台

帳との照合作業等に関する助言、農業委員会サポートシステムの操作方法の質疑応答・連絡調整

イ 予算作成に向けた支援

ウ 農業委員会サポートシステムの操作性向上のためシステム改修を事業実施主体の一般社団法人

全国農業会議所へ要望

② 研修会の開催（前述）



（２）農地情報の公表、提供に関する助言

農業委員会サポートシステムの操作方法、移行に関して現場で助言（１１市町村）（重複掲載）

（３）現地確認アプリを行うためのタブレット端末の推進（２市村）（重複掲載）

【業務規程Ⅱ-２-(３）】

３ 農業経営を営み、又は営もうとする者に対する支援業務

（１）群馬県農業経営・就農支援センターの活動

県や関係機関と同センターを運営し、担い手等に対して多様な経営課題の解決に向けて専門家に

よる相談や個別具体的な指導を実施、並びに新規就農相談活動等において県内就農希望者等を対象

に、本県農業の状況、農地関係制度等についての情報提供や就農に向けての相談活動を行った。

① 群馬県農業経営・就農支援センターの広報活動

a 群馬県農業経営・就農支援センターのチラシを作成・配布（２，０００部）

b 群馬県農業経営・就農支援センターのホームページの運営・管理

② 経営支援活動

ア 重点指導農業者に対する支援

a 経営診断に係る支援会議を開催 １８回（１８経営体）

b 経営課題解決に向けた担い手支援スペシャリスト派遣 ２５回（２０経営体）

イ 重点指導農業者以外の農業者に対する経営相談等の支援

a 担い手支援スペシャリスト（税理士・社会保険労務士等）による経営相談会の開催

２回（延べ４日開催、相談件数２７件）

b 農業経営セミナーの開催（２回）

1)農業経営セミナー 「農業の経営継承について」

講師：中小企業診断士 関田 淳二 氏

2) 農業経営セミナー 「はやぶさ２プロジェクトに学ぶチームマネジメント」

「高機能ソイル技術による地球・宇宙双方での超循環型農業の実現」

講師：(株)TOWING 取締役 木村 俊介 氏

「衛星データとAIを活用し、農業と環境課題の解決を探る」

講師：サグリ(株) 代表取締役CEO 坪井 俊輔 氏

「はやぶさ2プロジェクトに学ぶチームマネジメント」

講師：JAXA宇宙科学研究所教授 津田 雄一 氏

③ 新規就農希望者への相談活動（随時）

ア 相談件数（延べ件数） （件）

計 1.面接 2.電話 3.手紙 4.ＦＡＸ 5.E-mail 6.ｵﾝﾗｲﾝ 7.その他

３３ ２４ ６ ０ ０ ０ ３ ０

イ 年齢別 （人）

計 1.10代 2.20代 3.30代 4.40代 5.50代 6.60代～ 7.不明

３３ １ ７ ８ １０ ０ ０ ７

※ 相談１件につき複数名相談者がいる場合はその全員を集計



ウ 現在の職業 （人）

計 1.会社員 2.自営 3.ﾊﾟｰﾄ等 4.学生 5.団体職 6.公務員 7.農業従
員 事

３３ １４ １ ５ ２ ０ １ ２

8.無職 9.不明・
その他

３ ５

※ 相談１件につき複数名相談者がいる場合はその全員を集計

エ 希望する農業形態（複数回答） （人）

計 1.独立自 2.雇用就 3.雇用後 4.田舎暮 5.その他
営 職 独立 らし

３３ １９ ３ ８ ０ ４

オ 希望する作目（複数回答） （人）

1.米麦 2.雑穀類 3.工芸作 4.施設野 5.雨よけ 6.露地野 7. 花き 8. 果樹
・豆 物 菜 野菜 菜

２ １ ０ ８ ３ １０ ４ ８

9.酪農 10.肉用 11.養豚 12.採卵 13.有機 14.その 15.未定
牛 鶏 野菜 他

０ ０ ０ ０ ０ ０ １１

カ 新規就農相談会への出展

開催日 場 所 就 農 相 主 催 備考

談者数

７月２９日 東京都 ３組 株式会社マイナビ農業

（オンライン参加）

７月２３日 東京都 ５組 株式会社ツナグホールディングス

１０月８日 東京都 ３組 株式会社マイナビ農業

（オンライン参加）

１０月２３日 東京都 ７組 株式会社ツナグホールディングス



開催日 場 所 就 農 相 主 催 備考

談者数

１１月２０日 東京都 ２組 群馬県

１２月１７日 宮城県 ０組 株式会社ツナグホールディングス

（オンライン参加）

１月１４日 東京都 ４組 株式会社ツナグホールディングス

１月２８日 群馬県庁３２階 ２７組 群馬県農業経営・就農支援センター

ネツゲン

２月２５日 東京都 ４組 株式会社マイナビ農業

④ 新規就農希望者への情報提供、相談対応活動

a ぐんま就農座談会および就農相談会の開催

県内外の就農希望者を対象に、県内の先輩就農者３名による座談会および県内の市町村や受

入協議会等６団体（県総合窓口を含め７団体）による相談会を開催した。

b 就農相談会への出展 ８回（相談者２８人）

⑤ 農業法人等の求人情報の収集・提供活動

求人情報の収集活動を８月、１１月、令和５年２月に実施し、その情報を全国農業会議所のホ

ームページに掲載するとともに、就農相談活動において活用した。

⑥ 新規就農ページにおける情報提供

農業会議ウェブサイト内に県内総合窓口の案内、県市町村や地域協議会等が参加するイベント

やお知らせ、「②農業法人等の求人情報の収集・提供活動」において収集した求人情報等の県内

新規就農関連の情報を掲載し、就農希望者や農業に興味を持つ人へ提供することで県内新規就農

者の確保と将来の担い手の育成に努めた。（ http://www.gnkaigi.jp/project/kanshin/ ）

（２）雇用就農資金及び関連事業

令和４年度からの新規事業である雇用就農資金の各募集における事業周知・応募申請受付事務を

はじめ、新規採択経営体(農業法人等)に対する研修会を開催した。また、研修実施状況（農の雇用

事業等の令和２年度からの継続研修生も含める）の現地聞き取り調査・助成金申請事務等を実施し

た。

① 事業参加者の募集

事業名 回数 募集期間 申請経営体数 採択経営体数
(従業員数) （従業員数）

第１回 ４月１５日～ ５月１６日 ９（１１） ９（１０）
雇用就農資金

第２回 ７月 ６日～ ８月 ９日 １２（１５） １２（１５）

第３回 １０月２６日～１２月 １日 １１（１２） １１（１２）

計 ３２（３８） ３２（３７）



② 研修記録簿、助成金交付申請等の受付

事業実施農業法人等が研修生に対して行った研修記録や、指導に係る助成金の交付申請書類

１２２件の内容を点検・確認し、一般社団法人全国農業会議所へ提出した。

③ 研修実施状況の確認

事業実施農業法人等からは業務の指導状況や課題、研修生からは業務内容等について、面談に

よる聞き取り調査を延べ８３回実施し、その内容を一般社団法人全国農業会議所へ報告した。

④ 指導者養成研修会の開催

事業名 回数 開催日 場 所 内 容

第１回 ７月２１日 １ 「雇用就農資金」等について
雇用就農資金 (８人) 前橋市 ２ 労務管理と就業規則について

特定社会保険労務士
第２回 １０月２５日 関 一 之 氏

(１１人)

第３回 ２月２１日
(９人)

（３）日本農業技術検定事業

農の雇用関連事業実施経営体の研修生を対象に、栽培、環境、食に関する基礎的な知識、栽培技

術等を習得させるために日本農業技術検定（実施機関：全国農業会議所）試験を実施した。

回数 試験日 場 所 内 容 受験人数

第1回 ７月９日 前橋市 日本農業技術検定試験 ３級 ４人

第2回 １２月１０日 前橋市 日本農業技術検定試験 ３級 ０人

※ 12月10日開催分は、キャンセルがあったため受験人数０人

（４）一般企業等の農業参入相談活動

農業からの参入を希望する一般企業等に対し、本県農業の特徴等の情報発信と農業経営を行うに

あたっての相談活動を実施した。

① 相談件数（延べ件数）

計 1.面接 2.電話 3.手紙 4.ＦＡＸ 5.E-mail 6.ｵﾝﾗｲﾝ 7.その他

６ ４ ２ ０ ０ ０ ０ ０

② 業種 （人）

計 1.建設業 2.運輸業 3.外食産 4.食品卸 5.食品以 6.ホテル 7.食品製
業 売・小売 外の卸売 ・旅館業 造業

業 ・小売業

６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０



8.食品以外 9.情報・ 10.その
の製造業 通信業 他

１ １ ４

③ 参入理由（複数回答）

1.経営多 2.雇用安 3.地域雇 4.地域発 5.原料調 6.イメー 7.その他
角化 定化 用活性 展 達 ジ戦略

０ １ ０ ２ １ ０ ２

④ 参入後の農業の位置づけ

1.本業 2.本業を補完 3.その他
する一部門 ・未定

１ ０ ６

【業務規程Ⅱ-２-(４）】

４ 法人化の支援、その他農業経営の合理化支援業務

（１）群馬県担い手育成総合支援協議会の運営

群馬県担い手育成総合支援協議会の事務局として、担い手の育成・確保対策について以下のとお

り実施した。

① ぐんま“いきいきファーマー”研修会（現地・Web配信）

国内スタートアップ企業８社による製品紹介や導入事例の発表、および参加者との意見交換

② 集落営農塾（現地・Web配信）

「新たなステージに突入した集落営農―設立・法人化から経営継承へ―

東京大学大学院農政学生命科学研究科 農業・資産経済学専攻農業構造・経営学講座

講師：安藤 光義 氏

③ 担い手等からの経営合理化に関する相談活動 （随時）

④ 群馬県認定農業者連絡協議会の活動支援

⑤ 担い手への情報発信

毎月１日、ぐんま認定農業者メールマガジン「いきいきホットメール」の配信とともに異常

気象等の発生に伴う臨時号の配信を４１回行った。

⑥ 肥料価格高騰対策事業に係る活動

輸入に依存する化学肥料の低減や堆肥等の国内資源の活用等の取組を行う農業者に対し、肥

料コスト上昇分の一部を支援することを通して農業経営への影響の緩和を進めた。



（２）農業者年金業務に関する指導

農業委員会等の市町村段階の業務受託機関における農業者年金事業の効率的かつ適正な業務の実

施を図るため、会議や研修会等の開催、広報、巡回・相談活動を実施した。

① 農業委員会等担当者会議及び研修会

開催日 場 所 内 容

６月６日 前橋市 ○農業委員会等・ＪＡ農業者年金業務担当者会議

（１）農業者年金の概要等について

（２）令和４年度農業者年金業務の推進について

〔出席者４４人〕

７月２８日 前橋市 ○令和４年度農業者年金記録管理システム研修会

〔出席者１２人〕

○令和４年度農業者年金初任者研修会

〔出席者１３人〕

１２月２３日 前橋市 ○令和４年度農業者年金業務担当者実務研修会

（１）農業者年金制度の事務処理について

（２）年度末の事務処理について

〔出席者４３人〕

② 加入推進部長・農業委員等の研修会

農村現場における加入推進のリーダー役として、農業委員会から推薦された加入推進部長等に

対して研修を実施した。

開催日 場 所 内 容

８月１８日 前橋市 ○令和４年度農業者年金加入推進特別研修会

（１）農業者年金の概要と加入推進について

説明者：(独)農業者年金基金 専門役 矢野亜由子 氏

（２）令和４年度加入推進取組方針について

説明者：(一社)群馬県農業会議 職員

（３）講演「他の年金制度と農業者年金について」

講師：特定社会保険労務士 藤本紀美香 氏

〔出席者１１５人〕

③ 農業委員会等が行う研修会や制度説明会等への協力

農業委員会等が主催する農業委員や職員、農業者等を対象にした研修会等で、制度の説明や助

言活動等を実施した。

４月 ７日（甘楽町農業委員会） ４月１１日（東吾妻町農業委員会）

４月２７日（安中市農業委員会） １０月２５日（安中市農業委員会）

１０月２７日（安中市農業委員会） １１月２９日（藤岡地区農業指導センター）



④ 農業者年金相談活動

農業委員会、加入者等からの個別相談に対応し、事務の円滑化や制度の理解促進へ向けた助言

・支援を実施した。（随時）

⑤ 加入推進リーフレット等の配布

農業者・就農希望者・農業委員会等に対し、加入推進リーフレット等を配布した。

⑥ メディアを活用した制度のＰＲ

ア 農業関係就職等紹介サイト「マイナビ農業」への加入者の声を記事にし掲載した。

イ フェイスブックを活用した記事広告を流した。

ウ マイナビ農業への掲載記事を印刷紙（1,000部)し農業委員会等へ配布した。

エ 全国農業新聞（２回）と日本農業新聞（１回）に農業者年金記事を掲載し、制度の周知を

図った。

⑦ 加入実績

ア 新規加入者合計：２９人（前年度３１人） ３９歳以下：２０人（前年度１４人）

女性：１０人（前年度１２人）

イ 加入者総数：７４２人

⑧ 考査の実施（９月５日～７日）

ア 事業の推進や、事務を円滑に進めるため農業者年金基金による考査が行われた。

イ 対象機関：嬬恋村、中之条町、高崎市、昭和村、みなかみ町

（３）中山間地域の活性化支援（地域振興支援関連事業）

中山間地域における農業・農村や地域グループ等が行う地域活動の支援、グリーン・ツーリズム、

民泊等の推進を目的に、専門的知識を有する群馬県地域興しマイスターを以下のとおり派遣した。

派遣者 人
月 日 場 所 活 動 内 容

〔派遣依頼者〕 数

青木 茂治 ６月１２日 柴﨑農園 農家レストランの開業に向け、調理 人

［柴﨑農園 施設の確認、調理の原材料となる生産 ３

小林 郁子氏］ 物の指導、打ち合わせを行った。

青木 茂治 ６月１８日 八ッ場ふ 既存の機器を活用した商品開発への ４

［はやし園芸株 るさと館 提案

式会社］ (おこわ、プリン、シュウマイ、饅頭)

青木 茂治 ７月２日 柴﨑農園 前回の打ち合わせにて決定したメニ ５

〔柴﨑農園 ューの調理工程の指導を行った。

青木 茂治 ８月２１日 八ッ場ふ 蒸し器を活用した商品として「蒸し １３

［はやし園芸株 るさと館 カステラ」、「蒸し饅頭」のレシピを提

式会社］ 案し、実・調理指導を行った。

青木 茂治 １０月１日 柴﨑農園 農家レストランのメニューレシピの ５

〔柴﨑農園 ブラッシュアップ、スイーツ、調理技

小林 郁子氏〕 術の実演を行った。



派遣者 人
月 日 場 所 活 動 内 容

〔派遣依頼者〕 数

吉田 武宏 ２月７日 富岡合同 農業において考えられる経営継承の １４

［農業経営士協 庁舎 項目、類型や課題についての講義を行

会 甘楽富岡支 った。

部］

【業務規程Ⅱ-２-(５）】

５ 認定農業者等農業の担い手の組織化及び組織の運営支援業務

（１）群馬県農業法人協会

法人経営の発展･確立に向けた研修会の開催をはじめ、（公社）日本農業法人協会等との連絡調整

を図るとともに、会員の相互連携に努めた。

① 研修会等の開催

ア 農福連携セミナー（９月１４日）

イ 群馬県農業経営者セミナー（１月２７日）

ウ 農業経営セミナー（３月１４日）：日本政策金融公庫共催

② 関係機関との連携活動

(公社)日本農業法人協会が主催するセミナー・各種行事への参加および関係機関との連絡提携

に務めた。

ア (株)カインズとの意見交換（４月７日）：農林中央金庫前橋支店

ウ 雇用就農者へむけたＰＲのための有識者の鼎談（６月２８日）：農林中央金庫

エ 高崎健康福祉大学農学部企業説明会：７社出展（７月１４日）

③ 情報提供・交流活動

会員及に対して、関係機関・賛助員等の情報を提供した。

（２）群馬県稲作経営者会議

稲麦作経営の発展と確立をめざして研究会などの開催や、会員の相互研鑽による交流と関係機

関との連携に務めた。

① 研修・研究会の開催

ア 会員農場における現地研究会（９月１３日）

イ 第３２回関東地区稲作経営者現地研究会（１２月１３日～１４日：群馬県で開催）

ウ 令和５年産米稲作経営に関する研修会（２月９日）

エ 令和４年度現地研修会（青年部）（３月２２日）

② 関係機関との連携活動

全国稲作経営者会議等が主催するセミナー等への参加し、技術・経営等に関して他県組織会員

と意見交換を行った。

③ 情報提供・交流活動

「ぐんま稲経情報３１号」発行や、会員及び関係機関における情報提供・交流活動を行った。

④ 群馬県農政部幹部との意見交換会（７月１１日）



（３）群馬県国際農業者協会

海外での農業研修経験者である会員個々の経営改善をはじめ、地域農業の振興や国際協力の推進

を基本とし、関係機関・団体と連携して事業を推進した。

① 海外農業研修制度の啓発活動

・ポスター並びに資料配付により啓発活動を行った。

・米国制度の派遣者１名が決定した。

② 関係機関との連携活動

(公社)国際農業者交流協会が主催する各種研修会等への参加、関東管内の国際農業者協会との

連携活動の実施および県等の関係機関との連絡提携した。

③ 情報提供・交流活動

会員及び関係機関における情報を提供した。

【業務規程Ⅱ-２-(６）】

６ 農業一般に関する調査及び情報の提供業務

（１）調査の実施

農業委員会系統組織の各種事業、活動の推進に必要な基礎資料の整備を図るため、次の調査を行

った。

調査項目 調 査 の 方 法 と 内 容

田畑売買価格等 全国農業会議所が作成した調査票に基づき、農業委員会に調査を依頼し実

に関する調査 施した。

○調査内容

１ 農振法、都市計画法による区分

２ 耕作目的の中田・中畑売買価格

３ 農用地区域内の中田・中畑価格の上昇、横ばい、下降傾向とその理由

４ 使用目的変更の田畑売買価格（転用価格）

５ 樹園地の売買価格

農作業料金・農 全国農業会議所が作成した調査票に基づき、農業委員会に調査を依頼し実

業労賃に関す 施した。

る調査 ○調査内容

１ 水稲作の部分・全面作業受託料金の水準

２ オペレータ賃金額

３ 農業臨時雇の農作業別・男女別の賃金水準

４ 農作業受託料金・農業臨時雇賃金等の状況

５ 市町村内の農外諸賃金の水準

（２）農業委員会広報の推進

「農業委員会だより」の発行や市町村広報の誌面活用による情報提供活動の支援協力を行うとと

もに、全国農業会議所が主催する「全国農業委員会だよりコンクール」に推薦した。



○ 応募・推薦状況

「まえばし農業委員会だより」（前橋市農業委員会発行）を全国コンクールへ推薦した。

（３）全国農業新聞の普及

① 普及拡大活動

農業委員会ネットワークの機関紙である全国農業新聞を各農業委員会、全国農業会議所と連携

・協力しながら普及推進を図った。

ア 推進会議の開催

開催日 場 所 内 容

６月６日 前橋市 令和４年度情報提供推進事業担当者会議
１ 全国農業新聞について
２ 農業委員会だよりについて
３ 全国農業図書について 〔出席者３８人〕

イ 普及推進を図った農業委員会、農業者の会合等

a 令和４年度農業委員会事務局長・担当者会議、研修会〔６１人〕

b 令和４年度農業委員会会長・事務局長等会議、研修会〔７４人〕

c 雇用就農資金等指導者養成研修会〔３回：２９人〕

② 地方版の充実

農業委員会、全国農業会議所等と連携・協力し、地方版・全国版の紙面充実を図った。

◯ 群馬県内情報等の記事掲載数 群馬版６９本、関東・地方総合版等１９本、全国版６本

③ 普及実績

令和４年度平均購読部数 ２，０２３部（対前年度比Δ１７４部）

（４）全国農業図書の普及

農地相談活動など農業委員会活動に必要な農地専門図書をはじめ、広く農業者に対する農政施策

等をＰＲするためのリーフレット、農業経営に必要な専門書等である「全国農業図書」を、全国農

業会議所と連携して普及推進を図った。



【業務規程Ⅱ-２-(７）・Ⅳ-３】

７ 農地法等その他の法令の規定により機構が行うものとされた業務

（１）常設審議委員会

毎月１回開催し、審議により次の事項を処理した。

回 数 開催日 議 題

１回 ４月１８日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員２０人〕

２回 ５月１８日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員１９人〕

３回 ６月１６日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員１９人〕

４回 ７月１９日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員１７人〕

５回 ８月１６日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について
第２号議案 令和４年度農地等の利用の最適化の推進に関する意見

について
〔出席委員１１人〕

６回 ９月１６日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員１３人〕

７回 １０月１７日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員１８人〕

８回 １１月１６日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員２０人〕

９回 １２月１６日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員１８人〕

１０回 １月２０日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員２０人〕

１１回 ２月１６日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員２０人〕

１２回 ３月１６日 議事
第１号議案 農地法の規定に基づく意見聴取事項について

〔出席委員１９人〕



○ 農地法その他の法令の規定により農業委員会ネットワーク機構が行うとされた事項を処理した。

区 分 処理件数 処理面積(㎡) 備考

転用の制限 １３ ５２，３４９．００

転用のための権利移動制限 １３３ ９８４，７６４．８２

所有者不明農地の遊休農地を利用する権利設定 ４ １２，４２４．００

農業振興地域の農用地区域内の開発行為

○ 農地法に基づく法令処理事項

第４条（転用の制限） 第４条５項関係（転用の 第５条（転用のための権利移動制
制限） 限）

月 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡）

４ ３ １１，１６９．００ １０ ４８，９９４．２８

５ ２ ６，４７１．００ １４ ５１，６０１．００

６ ９ ６９，２９９．００

７ ６ ４８，８１２．００

８ １５ １２０，０４８．３０

９ ２ ７，９５２．００ ６ ３０，３０２．００

１０ １ ８，０７０．００ １０ ６４，６９７．００

１１ １０ ８３，８９３．００

１２ ２ ５，０５５．００ １６ ９１，５５３．００

１ ８ ５５，７５０．００

２ １０ ６３，８７１．００

３ ３ １３，６３２．００ １９ ２５５，６７４．２４

合計 １３ ５２，３４９．００ １３３ ９８４，７６４．８２



競公売買受適格証明（転用 第１８条（賃貸借解除等 第４１条（所有者不明農地の遊休
のための権利移動制限） の制限） 農地を利用する権利設定）

月 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡）

４

５

６ １ ９９１．００

７

８

９ １ ９１５．００

１０

１１

１２ ２ １０，５１８．００

１

２

３

合計 ４ １２，４２４．００

８ 前各号に掲げる業務に附帯する業務及び本会の目的を達成するために必要な業務

（１）本会の運営に関する業務

① 総会

開催日 場 所 議 題

6月28日 前 橋 市 【第７回通常総会】

議 事

第１号議案 令和３年度事業報告並びに収支決算に関する件

第２号議案 令和４年度会費の額並びに納入方法に関する件

第３号議案 理事及び監事の選任に関する件

〔出席会員７６人〕



② 理事会

開催日 場 所 議 題

5月18日 前 橋 市 【第１回理事会】

１ 議 事

第１号議案 会員（学識経験者）の指名に関する件

第２号議案 常設審議委員の選任に関する件

第３号議案 第７回通常総会の招集及び提出議案等に関する件

２ 報告事項

(1) 定款第４２条第２項に基づく報告事項について

農地法業務処理件数及び面積について

(2) 定款第２６条第５項に基づく報告事項について

会長、専務理事の職務の執行状況について

〔出席理事１０人、監事２人〕

6月28日 前 橋 市 【第２回理事会】

１ 議 事

第１号議案 会長及び副会長、専務理事の選任に関する件

第２号議案 常設審議委員の選任に関する件

〔出席理事１０人、監事３人〕

3月16日 前 橋 市 【第３回理事会】

１ 議 事

第１号議案 令和４年度収支予算の変更（補正）に関する件

第２号議案 令和５年度事業計画及び収支予算の設定に関する件

第３号議案 常設審議委員の選任に関する件

附 帯 決 議 この理事会の議案事項で、内容に変更のない字句の

修正は会長に一任する。

２ 報告事項

(1) 定款第２６条第５項に基づく報告事項について

会長、専務理事の職務の執行状況について

(2) 定款第４２条第２項に基づく報告事項について

農地法業務処理件数及び面積について

〔出席理事９人、監事３人〕

（２）表彰事業

① 船津伝次平翁功徳顕彰事業

農業振興船津賞表彰事業実施要領に基づき、県内農業委員会から推せんのあった候補者につい

て、１月１１日開催の船津伝次平翁功徳顕彰会選考委員会で選考し、２月１６日開催の同常任理

事会において、受賞者を決定した。

なお、表彰は３月２３日開催の市町村農業委員会会長・事務局長会議で行った。

○ 受賞者 松井 利彦 氏 （前橋市）



② 永年勤続農業委員等表彰事業

永年勤続農業委員等表彰規程に基づき、所属農業委員会から推せんのあった農業委員等につい

て、表彰を行った。

○ 受賞者（敬称略）

氏 名 所属農業委員会 備 考

新井 正喜 渋川市農業委員会

星野 邦夫 みどり市農業委員会

（３）農政対策

本県農業・農村の現状を踏まえた諸課題に対応するため、次により農政対策を実施した。

① 農地等利用最適化の推進施策に関する意見

農業委員会等に関する法律第５３条に基づき、８月１６日開催の常設審議委員会において決定

し、以下のとおり群馬県知事へ意見の提出を行った。

ア 期 日

令和４年９月１３日（新型コロナウィルス感染予防のため、書面にて要請した）

イ 意見内容

a 農地の有効利用と保全について

b 担い手の育成確保について

c その他

② 政府・国会に対する要請

ア 令和４年度全国農業委員会会長大会（５月３１日開催）

新型コロナウィルス感染症予防のためリモート参加し、本県選出国会議員に対して大会

決議事項について、書面にて要請した。

イ 令和４年度全国農業委員会会長代表者集会（１２月１日開催）

県内より２５名が参加し代表者集会終了後、本県選出国会議員に対して集会決議事項に

ついて、衆・参議院議員会館の議員事務室を訪問し要請活動を実施した。

③ 農政諸問題に係る調査活動

〇 農業関係税制対策

令和５年度の税制改正について、国の税制改正の日程に沿って県内農業委員会からの要望

事項を取りまとめ、全国農業会議所で集約し国へ要請した。

④ 農業委員会における農業者との意見交換会や行政機関等のへの意見提出

ア 農業者等との意見交換会の取り組みの推進

農業・農村、農業経営の現場の声を集約して具体的な政策に反映させるため、農業委員

会と農業者等との意見交換会の取り組みを推進した。

イ 市町村農業委員会における意見提出の取り組みの推進

農業・農業者の代表機関として、農業委員会法第３８条に定められた「関係行政機関等

に対する農業委員会の意見提出」について、積極的に取り組むよう推進した。

（４）関係機関・団体との連携強化

本会事業の効果的かつ適正な実施と円滑な運営を図るため、関係機関との密接な連携を図り、

市町村農業委員会に対する総合的な支援体制の強化に努めた。



〔事業報告付属明細関係資料〕

会員及び役員等の異動

１．普通会員の異動

脱 退 加 入
所 属 名

年月日 氏 名 異動の理由 年月日 氏 名

みなかみ町農業委員会 R4. 4.18 森下 一郎 農業委員改選 R4. 4.19 櫛渕 武重
学識経験者 R4. 6.28 中澤 丈一 申し出
学識経験者 R4. 6.28 川野辺 達也
学識経験者 R4. 6.28 青木 朱美 申し出
学識経験者 R4. 6.28 清水 由紀江
太田市農業委員会 R4. 8. 8 新井 章夫 辞 任 R4. 8. 8 長島 佳男
草津町農業委員会 R4.11.23 酒井 建二 逝 去

２．普通会員（農業団体）代表者の交代

所 属 名 年月日 前任者氏名 後任者氏名

県土地改良事業団体連 R4. 6.28 村上 行正 片山 茂

合会

３．役員の異動

（１）会 長

退 任 就 任
所属名・役職

年月日 氏 名 異動の理由 年月日 氏 名

学識経験者 R4. 6.28 中澤 丈一 任期満了

榛東村農業委員会会長 R4. 6.28 萩原 清己

（２）副会長

退 任 就 任
所属名・役職

年月日 氏 名 異動の理由 年月日 氏 名

富岡市農業委員会会長 R4. 3.31 中條 勝夫 農業委員改選
榛東村農業委員会会長 R4. 6.28 萩原 清己 任期満了
前橋市農業委員会会長 R4. 6.28 深町 冨士雄
高崎市農業委員会会長 R4. 6.28 今井 隆



（３）理事

退 任 就 任
所属名・役職

年月日 氏 名 異動の理由 年月日 氏 名

学識経験者 R4. 6.28 中澤 丈一 任期満了
学識経験者 R4. 6.28 川野辺 達也
学識経験者 R4. 6.28 青木 朱美 任期満了
学識経験者 R4. 6.28 清水 由紀江
県農業共済組合連合会
専務理事 R4. 6.28 石田 信朗 任期満了
県土地改良事業団体連
合会常務理事 R4. 6.28 片山 茂
太田市農業委員会 R4. 8. 8 新井 章夫 農委会長辞任

（４）監 事

退 任 就 任
所属名・役職

年月日 氏 名 異動の理由 年月日 氏 名

安中市農業委員会会長 R4. 3.31 竹内 佳重 農業委員改選

桐生市農業委員会会長 改 選 R4. 6.28 今泉 芳雄

県土地改良事業団体連

合会常務理事 R4. 6.28 村上 行正 任期満了

県農業共済組合連合会

専務理事 R4. 6.28 石田 信朗

３．常設審議委員の異動

退 任 就 任
所属名・役職

年月日 氏 名 異動の理由 年月日 氏 名

学識経験者 R4. 6.28 中澤 丈一 任期満了
県土地改良事業団体連

合会常務理事 R4. 6.28 村上 行正 代表者交代 R4. 6.28 片山 茂

太田市農業委員会 R4. 8. 8 新井 章夫 辞 任 R4. 8.16 長島 佳男


